
【 参考資料 】
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参考資料－１　取材対象各県個別データ
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（単位：千人）

新潟・建設業 入職 離職 入職-離職

2009 5.0 3.6 1.4

2010 4.5 3.5 1.0

2011 5.0 3.4 1.6

2012 4.0 2.8 1.2

2013 2.8 3.7 -0.9

2014 10.1 13.1 -3.0

2015 0.0 5.0 -5.0

2016 2.5 0.4 2.1

2017 5.7 2.2 3.5

2018 6.9 6.1 0.8

計 46.5 43.8 2.7

新潟県 入職者数・離職者数・入職者及び離職者の差

255200000

110040000

1218050000

532200000

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2017

2018

除雪工事 その他維持修繕工事

長岡国道事務所 維持修繕工事費用と除雪工事費用の割合

（単位：円）

新潟県

（出典）北陸地方整備局入札データを基に（一財）建設経済研究所にて作成

（出典）厚生労働省「雇用動向調査」を基に（一財）建設経済研究所にて作成
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大分県 入職者数・離職者数・入職者及び離職者の差

（単位：千人）

大分・建設業 入職 離職 入職-離職

2009 3.4 4.8 -1.4

2010 1.8 1.3 0.5

2011 1.6 3.1 -1.5

2012 3.7 2.6 1.1

2013 0.4 0.2 0.2

2014 1.7 1.5 0.2

2015 5.5 5.3 0.2

2016 0.2 7.4 -7.2

2017 1.2 0.7 0.5

2018 5.3 3.2 2.1

計 24.8 30.1 -5.3

大分県

（出典）厚生労働省「雇用動向調査」を基に（一財）建設経済研究所にて作成
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栃木県 入職者数・離職者数・入職者及び離職者の差

（単位：千人）

栃木・建設業 入職 離職 入職-離職

2009 データなし 0.3 -

2010 3.8 3.1 0.7

2011 1.6 3.8 -2.2

2012 4.5 4.8 -0.3

2013 1.2 11.2 -10.0

2014 4.8 3.3 1.5

2015 0.2 0.7 -0.5

2016 8.6 5.1 3.5

2017 2.4 2.1 0.3

2018 5.4 3.6 1.8

計 32.5 38.0 -5.2

栃木県

（出典）厚生労働省「雇用動向調査」を基に（一財）建設経済研究所にて作成
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高知県 入職者数・離職者数・入職者及び離職者の差

（単位：千人）

高知・建設業 入職 離職 入職-離職

2009 3.6 2.7 0.9

2010 1.2 1.6 -0.4

2011 2.6 2.0 0.6

2012 2.1 3.8 -1.7

2013 2.4 1.1 1.3

2014 1.7 1.8 -0.1

2015 1.2 0.9 0.3

2016 データなし 0.3 -

2017 0.7 1.5 -0.8

2018 0.4 データなし -

計 15.9 15.7 0.1

高知県

（出典）厚生労働省「雇用動向調査」を基に（一財）建設経済研究所にて作成
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静岡県 入職者数・離職者数・入職者及び離職者の差

（単位：千人）

静岡・建設業 入職 離職 入職-離職

2009 13.0 14.0 -1.0

2010 6.8 3.6 3.2

2011 12.6 12.6 0.0

2012 5.6 10.8 -5.2

2013 10.6 13.4 -2.8

2014 9.4 5.7 3.7

2015 6.2 10.3 -4.1

2016 8.1 7.6 0.5

2017 5.8 2.5 3.3

2018 8.8 8.0 0.8

計 86.9 88.5 -1.6

静岡県

（出典）厚生労働省「雇用動向調査」を基に（一財）建設経済研究所にて作成
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宮城県 入職者数・離職者数・入職者及び離職者の差

（単位：千人）

宮城・建設業 入職 離職 入職-離職

2009 1.8 7.7 -5.9

2010 12.8 11.6 1.2

2011 14.7 10.3 4.4

2012 3.4 8.4 -5.0

2013 3.1 8.4 -5.3

2014 7.1 6.3 0.8

2015 5.7 6.1 -0.4

2016 7.7 8.9 -1.2

2017 2.5 1.9 0.6

2018 5.4 7.7 -2.3

計 64.2 77.3 -13.1

宮城県

（出典）厚生労働省「雇用動向調査」を基に（一財）建設経済研究所にて作成
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参考資料－２　北陸地域の建設業に関する雇用状況について

出典：平成31年1月29日　北陸建設界の担い手確保・育成推進協議会　資料５－１－①
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度
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)

高
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大

学
等

卒
中

途
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49
%

22
%

46
%

28
%
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%

26
%

H2
7年

度

H3
0年

度

(3
7.

2%
)

(4
0.

1%
)

出
典

.新
潟

県
建

設
業

協
会

、富
山

県
建

設
業

協
会

、石
川

県
建

設
業

協
会

の
資

料
より

※
.新

卒
採

用
者

数
は

、各
県

の
建

設
業

協
会

が
県

内
会

員
企

業
に

対
して

アン
ケ

ー
トを

実
施

して
調

査
･公

表
を

行
って

い
る

。(
石

川
県

は
H2

7年
度

とH
30

年
度

の
み

)
※

.年
度

下
段

カッ
コ内

は
、各

年
度

に
実

施
した

アン
ケ

ー
ト回

収
率

(回
答

社
数

÷
会

員
企

業
)

高
校

卒
短

大
・高

専
卒

大
学

等
卒

中
途

高
校

卒
短

大
・高

専
卒

大
学

等
卒

中
途

43 51 75 66 63 59

7 12
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7
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4
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%
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%
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%

3%
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%

17
%

3%
70

%

22
%

3%
66

%

23
%

4%
67

%

26
%

5%
14

%

10
%

10
% 10

%

10
%

6%

55
%

H2
5年

度

H2
6年

度

H2
7年

度

H2
8年

度

H2
9年

度

H3
0年

度

(6
8.

7%
)

(7
1.

8%
)

(7
0.

8%
)

(7
9.

5%
)

(7
4.

1%
)

(-
%

)

H2
4年

度
(6

8.
7%

)
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新
潟

県
富

山
県

石
川

県

H2
2年

度

H2
3年

度

H2
4年

度

H2
5年

度

H2
6年

度

H2
7年

度

H2
8年

度

H2
9年

度

H3
0年

度

(9
8.

9%
)

(1
00

%
)

(9
9.

3%
)

(9
8.

8%
)

(9
8.

6%
)

(9
8.

1%
)

(9
8.

1%
)

(9
8.

8%
)

(-
%

)

北
陸

地
域

の
建

設
業

に
関

す
る

雇
用

状
況

に
つ

い
て

〇
技
術
者
の
採
用
者
数
は
、
新
潟
県
は
横
ば
い
、
富
山
県
は
や
や
減
少
傾
向
、
石
川
県
は
や
や
増
加
傾
向
と
な
っ
て
い
る
。

〇
技
術
者
採
用
の
内
訳
で
は
、
技
能
者
と
比
較
す
る
と
新
卒
採
用
者
の
割
合
が
高
く
な
る
傾
向
が
伺
え
る
。

❚
建

設
業

の
採

用
者

数
(技

術
者

)

H2
7年

度

H3
0年

度

(3
7.

2%
)

(4
0.

1%
)

出
典

.新
潟

県
建

設
業

協
会

、富
山

県
建

設
業

協
会

、石
川

県
建

設
業

協
会

の
資

料
より

※
.新

卒
採

用
者

数
は

、各
県

の
建

設
業

協
会

が
県

内
会

員
企

業
に

対
して

アン
ケ

ー
トを

実
施

して
調

査
･公

表
を

行
って

い
る

。(
石

川
県

は
H2

7年
度

とH
30

年
度

の
み

)
※

.年
度

下
段

カッ
コ内

は
、各

年
度

に
実

施
した

アン
ケ

ー
ト回

収
率

(回
答

社
数

÷
会

員
企

業
)
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途
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%
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度
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9年

度

H3
0年

度
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)
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)

(7
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)
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)
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度
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)
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新
潟

県
富

山
県

石
川

県

H2
2年

度

H2
3年

度

H2
4年

度

H2
5年

度

H2
6年

度

H2
7年

度

H2
8年

度

H2
9年

度

H3
0年

度

(9
8.

9%
)

(1
00

%
)

(9
9.

3%
)

(9
8.

8%
)

(9
8.

6%
)

(9
8.

1%
)

(9
8.

1%
)

(9
8.

8%
)

(-
%

)

北
陸

地
域

の
建

設
業

に
関

す
る

雇
用

状
況

に
つ

い
て

〇
技
能
者
の
採
用
者
数
は
、
新
潟
県
と
富
山
県
は
減
少
傾
向
、
石
川
県
は
横
ば
い
傾
向
と
な
っ
て
い
る
。

〇
技
能
者
採
用
の
内
訳
で
は
、
技
術
者
と
比
較
す
る
と
中
途
採
用
者
の
割
合
が
高
い
。

❚
建

設
業

の
採

用
者

数
(技

能
者

)

H2
7年

度

H3
0年

度

(3
7.

2%
)

(4
0.

1%
)

出
典

.新
潟

県
建

設
業

協
会

、富
山

県
建

設
業

協
会

、石
川

県
建

設
業

協
会

の
資

料
より

※
.新

卒
採

用
者

数
は

、各
県

の
建

設
業

協
会

が
県

内
会

員
企

業
に

対
して

アン
ケ

ー
トを

実
施

して
調

査
･公

表
を

行
って

い
る

。(
石

川
県

は
H2

7年
度

とH
30

年
度

の
み

)
※

.年
度

下
段

カッ
コ内

は
、各

年
度

に
実

施
した
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ケ

ー
ト回

収
率
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答
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数

÷
会
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業
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途
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度
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)
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)
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)
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度
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)
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新
潟

県
富

山
県

石
川

県

H2
2年

度

H2
3年

度

H2
4年

度

H2
5年

度

H2
6年

度

H2
7年

度

H2
8年

度

H2
9年

度

H3
0年

度

(9
8.

9%
)

(1
00

%
)

(9
9.

3%
)

(9
8.

8%
)

(9
8.

6%
)

(9
8.

1%
)

(9
8.

1%
)

(9
8.

8%
)

(-
%

)

北
陸

地
域

の
建

設
業

に
関

す
る

雇
用

状
況

に
つ

い
て

〇
建
設
業
の
新
卒
採
用
者
数
は
新
潟
県
や
石
川
県
で
増
加
傾
向
で
、
積
極
的
な
新
卒
採
用
の
状
況
が
伺
え
る
。

〇
新
卒
採
用
者
の
内
訳
で
は
、
大
学
等
の
新
卒
者
よ
り
も
高
校
卒
の
新
卒
者
を
採
用
し
て
い
る
割
合
が
高
い
。

❚
建

設
業

の
新

卒
採

用
者

数
(技

術
者

+
技

能
者

)

H2
7年

度

H3
0年

度

(3
7.

2%
)

(4
0.

1%
)

出
典

.新
潟

県
建

設
業

協
会

、富
山

県
建

設
業

協
会

、石
川

県
建

設
業

協
会

の
資

料
より

※
.新

卒
採

用
者

数
は

、各
県

の
建

設
業

協
会

が
県

内
会

員
企

業
に

対
して

アン
ケ

ー
トを

実
施

して
調

査
･公

表
を

行
って

い
る

。(
石

川
県

は
H2

7年
度

とH
30

年
度

の
み

)
※

.年
度

下
段

カッ
コ内

は
、各

年
度

に
実

施
した

アン
ケ

ー
ト回

収
率

(回
答

社
数

÷
会

員
企

業
)
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1
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4
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度
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度
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度
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度
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度
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度
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)
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新
潟

県
富

山
県

石
川

県

H2
2年

度

H2
3年

度

H2
4年

度

H2
5年

度

H2
6年

度

H2
7年

度

H2
8年

度

H2
9年

度

H3
0年

度
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8.

9%
)

(1
00

%
)

(9
9.

3%
)

(9
8.

8%
)

(9
8.

6%
)

(9
8.

1%
)

(9
8.

1%
)

(9
8.

8%
)

(-
%

)

北
陸

地
域

の
建

設
業

に
関

す
る

雇
用

状
況

に
つ

い
て

〇
技
術
者
の
新
卒
採
用
者
数
は
新
潟
県
や
石
川
県
で
増
加
傾
向
で
、
積
極
的
な
新
卒
採
用
の
状
況
が
伺
え
る
。

〇
新
潟
県
で
は
大
学
等
の
新
卒
者
を
、
富
山
県
・
石
川
県
で
は
高
校
の
新
卒
者
を
採
用
す
る
割
合
が
高
い
。

❚
建

設
業

の
新

卒
採

用
者

数
(技

術
者

)

H2
7年

度

H3
0年

度

(3
7.

2%
)

(4
0.

1%
)

出
典

.新
潟

県
建

設
業

協
会

、富
山

県
建

設
業

協
会

、石
川

県
建

設
業

協
会

の
資

料
より

※
.新

卒
採

用
者

数
は

、各
県

の
建

設
業

協
会

が
県

内
会

員
企

業
に

対
して
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ケ
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トを

実
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して
調

査
･公

表
を

行
って
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る

。(
石

川
県

は
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7年
度

とH
30

年
度

の
み

)
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度
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は
、各
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度

に
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した
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収
率
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数

÷
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)
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新
潟

県
富

山
県

石
川

県

H2
2年

度

H2
3年

度

H2
4年

度

H2
5年

度

H2
6年

度

H2
7年

度

H2
8年

度

H2
9年

度

H3
0年

度

(9
8.

9%
)

(1
00

%
)

(9
9.

3%
)

(9
8.

8%
)

(9
8.

6%
)

(9
8.

1%
)

(9
8.

1%
)

(9
8.

8%
)

(-
%

)

北
陸

地
域

の
建

設
業

に
関

す
る

雇
用

状
況

に
つ

い
て

〇
技
能
者
の
新
卒
採
用
者
数
は
新
潟
県
や
富
山
県
で
減
少
傾
向
で
、
新
卒
採
用
に
苦
慮
し
て
い
る
状
況
が
伺
え
る
。

〇
技
術
者
と
比
較
し
て
、
高
校
卒
の
新
卒
者
を
採
用
す
る
割
合
が
い
。

❚
建

設
業

の
新

卒
採

用
者

数
(技

能
者

)

H2
7年

度

H3
0年

度

(3
7.

2%
)

(4
0.

1%
)

出
典

.新
潟

県
建

設
業

協
会

、富
山

県
建

設
業

協
会

、石
川

県
建

設
業

協
会

の
資

料
より

※
.新

卒
採

用
者

数
は

、各
県

の
建

設
業

協
会

が
県

内
会

員
企

業
に

対
して

アン
ケ

ー
トを

実
施

して
調

査
･公

表
を

行
って

い
る

。(
石

川
県

は
H2

7年
度

とH
30

年
度

の
み

)
※

.年
度

下
段

カッ
コ内

は
、各

年
度

に
実

施
した

アン
ケ

ー
ト回

収
率

(回
答

社
数

÷
会

員
企

業
)

36

21

40

53

66 71 69

51

8

1

3

8

5

5 2

5

5

2

2

4

2 0 2

5

0
20

40
60

80
10

0

(人
)

高
校

卒
短

大
・高

専
卒

大
学

等
卒

49

24

45

65

73

76

73

61

73
%

16
%

10
%

88
%

4%
8%

89
%

7%
4%

82
%

12
%

6%

90
%

7%
3%

93
%

7%

95
%

3%
3%

84
%

8%
8%

14 13

1

6

0
10

20
30(人

)

高
校

卒
大

学
等

卒

15

19

93
%

7%

68
%

32
%

23 27

36

21 18 15

2

1

6

4

3

4

2

6

7

9

3

0
20

40
60(人

)

27

34

49

34

21 22

85
%

7%
7%

79
%

3%
18

%

73
%

12
%

14
%

62
%

12
%

26
%

86
%

14
%

68
%

18
%

14
%

H2
5年

度

H2
6年

度

H2
7年

度

H2
8年

度

H2
9年

度

H3
0年

度

(6
8.

7%
)

(7
1.

8%
)

(7
0.

8%
)

(7
9.

5%
)

(7
4.

1%
)

(-
%

)

H2
4年

度
(6

8.
7%

)
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北
陸

地
域

の
建

設
業

に
関

す
る

雇
用

状
況

に
つ

い
て

〇
担
い
手
と
な
る
若
手
技
術
者
等
を
確
保
す
る
た
め
、
建
設
業
の
求
人
数
は
年
々
増
加
傾
向
で
あ
る
。

〇
一
方
、
充
足
率
(採
用
/
求
人
）
は
減
少
傾
向
で
あ
り
、
若
手
技
術
者
の
確
保
に
苦
慮
し
て
い
る
状
況
が
伺
え
る
。

❚
建

設
業

新
卒

採
用

の
充

足
率

(技
術

者
+

技
能

者
)

新
潟

県

充
足

率
＝

求
人

数
に

対
す

る
採

用
数

富
山

県

【 新
卒

採
用

の
全

体
】（

技
術

者
+

技
能

者
）

出
典

.新
潟

県
建

設
業

協
会

、富
山

県
建

設
業

協
会

の
資

料
より

※
.新

卒
採

用
者

数
及

び
求

人
数

は
、各

県
の

建
設

業
協

会
が

県
内

会
員

企
業

に
対

して
ア

ンケ
ー

トを
実

施
して

調
査

･公
表

を行
って

い
る。

※
.富

山
県

の
充

足
率

は
、求

人
数

の
回

答
が

あ
った

企
業

の
採

用
数

で
算

定
して

い
る

。

※
石

川
県

は
未

調
査

(公
表

値
な

し)

23
6

23
8

26
8

40
8

53
2

62
5

69
9

68
8

75
%

65
%

63
%

60
%

54
%

51
%

43
%

42
%

010
0

20
0

30
0

40
0

50
0

60
0

70
0
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0
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度
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5
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7

年
度

H2
8

年
度

H2
9

年
度

求 人 数 （ 人 ）

充 足 率 （ ％ ）

求
人

数
充

足
率

17
4

24
8

37
4

34
6

37
3

44
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%

20
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%

80
%

H2
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年
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3
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度

H2
4

年
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H2
5
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6
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度

H2
7

年
度

H2
8

年
度

H2
9

年
度

求 人 数 （ 人 ）

充 足 率 （ ％ ）

求
人

数
充

足
率
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北
陸

地
域

の
建

設
業

に
関

す
る

雇
用

状
況

に
つ

い
て

〇
近
年
の
高
校
卒
や
大
学
卒
の
充
足
率
は
、
新
潟
県
で
は
約
５
割
、
富
山
県
で
は
約
２
割
と
な
っ
て
い
る
。

〇
短
大
･高
専
卒
の
充
足
率
は
、
高
卒
や
大
学
卒
よ
り
も
低
く
、
新
潟
県
で
は
約
３
割
、
富
山
県
で
は
約
１
割
と
な
っ
て
い
る
。

❚
建

設
業

新
卒

採
用

の
充

足
率

（
技

術
者

+
技

能
者

）

【新
卒

採
用

の
最

終
学

歴
別

】（
技

術
者

+
技

能
者

）
新

潟
県

富
山

県

高 校 卒 短 大･ 高 専 卒 大 学 等 卒

充
足

率
＝

求
人

数
に

対
す

る
採

用
数

※
石

川
県

は
未

調
査

(公
表

値
な

し)

80
54

84
16

5
22

5
27

8
29

2
30

9

81
%

78
%

73
%

72
%

60
%

54
%

55
%

45
%

020
0

40
0

0%50
%

10
0%

H2
2年

度
H2

3年
度

H2
4年

度
H2

5年
度

H2
6年

度
H2

7年
度

H2
8年

度
H2

9年
度

求 人 数 （ 人 ）

充 足 率 （ ％ ）

求
人

数
充

足
率

47
51

61
92

11
2

12
2

16
9

14
3

68
%

35
%

43
%

34
%

31
%

25
%

18
%

27
%

020
0

40
0

0%50
%

10
0%

H2
2年

度
H2

3年
度

H2
4年

度
H2

5年
度

H2
6年

度
H2

7年
度

H2
8年

度
H2

9年
度

求 人 数 （ 人 ）

充 足 率 （ ％ ）

求
人

数
充

足
率

10
9

13
3

12
3

15
1

19
5

22
5

23
8

23
6

72
%

71
%

66
%

64
%

61
%

60
%

45
%

47
%

020
0

40
0

0%50
%

10
0%

H2
2年

度
H2

3年
度

H2
4年

度
H2

5年
度

H2
6年

度
H2

7年
度

H2
8年

度
H2

9年
度

求 人 数 （ 人 ）

充 足 率 （ ％ ）

求
人

数
充

足
率

出
典

.新
潟

県
建

設
業

協
会

、富
山

県
建

設
業

協
会

の
資

料
より

※
.新

卒
採

用
者

数
及

び
求

人
数

は
、各

県
の

建
設

業
協

会
が

県
内

会
員

企
業

に
対

して
ア

ンケ
ー

トを
実

施
して

調
査

･公
表

を行
って

い
る。

※
.富

山
県

の
充

足
率

は
、求

人
数

の
回

答
が

あ
った

企
業

の
採

用
数

で
算

定
して

い
る

。

81
12

7
19

4
18

0
20

2

57
%

41
%

24
%

27
%

23
%
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0

20
0

30
0

0%20
%

40
%

60
%

H2
2年

度
H2

3年
度

H2
4年

度
H2

5年
度

H2
6年

度
H2

7年
度

H2
8年

度
H2

9年
度

求 人 数 （ 人 ）

充 足 率 （ ％ ）

求
人

数
充

足
率

29
39

60
52

57

52
%

13
%

10
%

15
%

7%

010
0

20
0

30
0

0%20
%

40
%

60
%

H2
2年

度
H2

3年
度

H2
4年

度
H2

5年
度

H2
6年

度
H2

7年
度

H2
8年

度
H2

9年
度

求 人 数 （ 人 ）

充 足 率 （ ％ ）

求
人

数
充

足
率

64
82

12
0

11
4

11
4

23
%

29
%

17
%

13
%

22
%

010
0

20
0

30
0

0%20
%

40
%

60
%

H2
2年

度
H2

3年
度

H2
4年

度
H2

5年
度

H2
6年

度
H2

7年
度

H2
8年

度
H2

9年
度

求 人 数 （ 人 ）

充 足 率 （ ％ ）

求
人

数
充

足
率
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北
陸

地
域

の
建

設
業

に
関

す
る

雇
用

状
況

に
つ

い
て

〇
担
い
手
と
な
る
若
手
技
術
者
等
を
確
保
す
る
た
め
、
技
術
者
の
求
人
数
は
年
々
増
加
傾
向
で
あ
る
。

〇
一
方
、
充
足
率
(採
用
/
求
人
）
は
減
少
傾
向
で
あ
り
、
技
術
者
の
確
保
に
苦
慮
し
て
い
る
状
況
が
伺
え
る
。

❚
建

設
業

新
卒

採
用

の
充

足
率

(技
術

者
)

新
潟

県

充
足

率
＝

求
人

数
に

対
す

る
採

用
数

富
山

県

【 新
卒

採
用

の
全

体
】（

技
術

者
）

出
典

.新
潟

県
建

設
業

協
会

、富
山

県
建

設
業

協
会

の
資

料
より

※
.新

卒
採

用
者

数
及

び
求

人
数

は
、各

県
の

建
設

業
協

会
が

県
内

会
員

企
業

に
対

して
ア

ンケ
ー

トを
実

施
して

調
査

･公
表

を行
って

い
る。

※
.富

山
県

の
充

足
率

は
、求

人
数

の
回

答
が

あ
った

企
業

の
採

用
数

で
算

定
して

い
る

。

※
石

川
県

は
未

調
査

(公
表

値
な

し)

17
9

20
8

21
1

31
6

41
9

47
3

51
7

54
3

71
%

63
%

58
%

57
%

52
%

51
%

44
%

42
%
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%
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年
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度
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5

年
度
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6

年
度

H2
7

年
度

H2
8

年
度

H2
9

年
度

求 人 数 （ 人 ）

充 足 率 （ ％ ）

求
人

数
充

足
率
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5
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年
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度
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5

年
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H2
6

年
度

H2
7

年
度

H2
8

年
度

H2
9

年
度

求 人 数 （ 人 ）

充 足 率 （ ％ ）

求
人

数
充

足
率
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北
陸

地
域

の
建

設
業

に
関

す
る

雇
用

状
況

に
つ

い
て

〇
近
年
の
高
校
卒
や
大
学
卒
の
充
足
率
は
、
新
潟
県
で
は
約
５
割
、
富
山
県
で
は
約
２
～
３
割
と
な
っ
て
い
る
。

〇
短
大
･高
専
卒
の
充
足
率
は
、
高
卒
や
大
学
卒
よ
り
も
低
く
、
新
潟
県
で
は
約
３
割
、
富
山
県
で
は
約
１
割
と
な
っ
て
い
る
。

❚
建

設
業

新
卒

採
用

の
充

足
率

(技
術

者
)

【新
卒

採
用

の
最

終
学

歴
別

】（
技

術
者

）
新

潟
県

富
山

県

高 校 卒 短 大･ 高 専 卒 大 学 等 卒

充
足

率
＝

求
人

数
に

対
す

る
採

用
数

※
石

川
県

は
未

調
査

(公
表

値
な

し)

出
典

.新
潟

県
建

設
業

協
会

、富
山

県
建

設
業

協
会

の
資

料
より

※
.新

卒
採

用
者

数
及

び
求

人
数

は
、各

県
の

建
設

業
協

会
が

県
内

会
員

企
業

に
対

して
ア

ンケ
ー

トを
実

施
して

調
査

･公
表

を行
って

い
る。

※
.富

山
県

の
充

足
率

は
、求

人
数

の
回

答
が

あ
った

企
業

の
採

用
数

で
算

定
して

い
る

。
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求 人 数 （ 人 ）

充 足 率 （ ％ ）

求
人

数
充

足
率
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充 足 率 （ ％ ）
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数
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求
人

数
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率
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北
陸

地
域

の
建

設
業

に
関

す
る

雇
用

状
況

に
つ

い
て

〇
技
能
者
の
充
足
率
(採
用
/
求
人
）
は
減
少
傾
向
で
あ
り
、
技
能
者
の
確
保
に
苦
慮
し
て
い
る
状
況
が
伺
え
る
。

〇
ま
た
、
技
術
者
と
は
異
な
り
、
技
能
者
の
求
人
数
(H
2
9
年
度
)も
減
少
し
て
い
る
傾
向
も
伺
え
る
。

❚
建

設
業

新
卒

採
用

の
充

足
率

(技
能

者
)

新
潟

県

充
足

率
＝

求
人

数
に

対
す

る
採

用
数

富
山

県

【 新
卒

採
用

の
全

体
】（

技
能

者
）

出
典

.新
潟

県
建

設
業

協
会

、富
山

県
建

設
業

協
会

の
資

料
より

※
.新

卒
採

用
者

数
及

び
求

人
数

は
、各

県
の

建
設

業
協

会
が

県
内

会
員

企
業

に
対

して
ア

ンケ
ー

トを
実

施
して

調
査

･公
表

を行
って

い
る。

※
.富

山
県

の
充

足
率

は
、求

人
数

の
回

答
が

あ
った

企
業

の
採

用
数

で
算

定
して

い
る

。

※
石

川
県

は
未

調
査

(公
表

値
な

し)

57
30

57

92
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%
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%
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求 人 数 （ 人 ）

充 足 率 （ ％ ）

求
人

数
充

足
率
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求 人 数 （ 人 ）

充 足 率 （ ％ ）

求
人

数
充

足
率
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北
陸

地
域

の
建

設
業

に
関

す
る

雇
用

状
況

に
つ

い
て

〇
近
年
の
高
校
卒
の
充
足
率
は
、
新
潟
県
で
は
約
４
割
、
富
山
県
で
は
約
１
割
と
な
っ
て
い
る
。

〇
一
方
、
新
潟
県
で
は
、
短
大
･高
専
卒
や
大
学
等
卒
の
求
人
数
が
減
少
し
て
い
る
た
め
、
充
足
率
が
や
や
増
加
し
て
い
る
。

❚
建

設
業

新
卒

採
用

の
充

足
率

(技
能

者
)

【新
卒

採
用

の
最

終
学

歴
別

】（
技

能
者

）
新

潟
県

富
山

県

高 校 卒 短 大･ 高 専 卒 大 学 等 卒

充
足

率
＝

求
人

数
に

対
す

る
採

用
数

※
石

川
県

は
未

調
査

(公
表

値
な

し)

出
典

.新
潟

県
建

設
業

協
会

、富
山

県
建

設
業

協
会

の
資

料
より

※
.新

卒
採

用
者

数
及

び
求

人
数

は
、各

県
の

建
設

業
協

会
が

県
内

会
員

企
業

に
対

して
ア

ンケ
ー

トを
実

施
して

調
査

･公
表

を行
って

い
る。

※
.富

山
県

の
充

足
率

は
、求

人
数

の
回

答
が

あ
った

企
業

の
採

用
数

で
算

定
して

い
る

。
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数
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求
人

数
充

足
率
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北
陸

地
域

の
建

設
業

に
関

す
る

雇
用

状
況

に
つ

い
て

〇
富
山
県
の
若
手
技
術
者
等
の
う
ち
、
高
校
卒
は
約
５
割
、
大
学
卒
は
約
７
割
が
建
設
系
学
科
の
卒
業
者
と
な
る
。

〇
一
方
、
石
川
県
の
新
卒
採
用
の
う
ち
、
大
学
卒
の
約
４
割
は
建
設
系
以
外
と
な
り
、
近
年
の
求
人
拡
大
が
伺
え
る
。

❚
建

設
業

の
採

用
者

最
終

学
歴

（
技

術
者

+
技

能
者

）

出
典

.富
山

県
建

設
業

協
会

、石
川

県
建

設
業

協
会

の
資

料
より

※
. 最

終
学

歴
は

、各
県

の
建

設
業

協
会

が
県

内
会

員
企

業
に

対
して

アン
ケ

ー
トを

実
施

して
調

査
･公

表
を

行
って

い
る。

(石
川

県
は

H2
7年

度
とH

30
年

度
の

み
)

※
.富

山
県

の
調

査
結

果
は

40
歳

未
満

の
技

術
職

･技
能

職
、石

川
県

の
調

査
結

果
は

新
卒

採
用

の
技

術
職

･技
能

職
を

対
象

とし
て

い
る

。

※
新

潟
県

は
未

調
査

(公
表

値
な

し)

富
山

県
石

川
県

【4
0歳

未
満

の
技

術
者

と技
能

者
】

【新
卒

の
技

術
者

と技
能

者
】
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北
陸

地
域

の
建

設
業

に
関

す
る

雇
用

状
況

に
つ

い
て

〇
石
川
県
の
新
卒
技
術
者
は
、
建
設
系
学
科
の
卒
業
者
が
多
い
。

〇
石
川
県
の
新
卒
技
能
者
は
、
建
設
系
学
科
と
そ
の
他
の
卒
業
者
が
ほ
ぼ
同
程
度
と
な
っ
て
い
る
。

❚
建

設
業

の
採

用
者

最
終

学
歴

（
職

種
別

）

出
典

.富
山

県
建

設
業

協
会

、石
川

県
建

設
業

協
会

の
資

料
より

※
. 最

終
学

歴
は

、各
県

の
建

設
業

協
会

が
県

内
会

員
企

業
に

対
して

アン
ケ

ー
トを

実
施

して
調

査
･公

表
を

行
って

い
る。

(石
川

県
は

H2
7年

度
とH

30
年

度
の

み
)

※
.富

山
県

の
調

査
結

果
は

40
歳

未
満

の
技

術
職

･技
能

職
、石

川
県

の
調

査
結

果
は

新
卒

採
用

の
技

術
職

･技
能

職
を

対
象

とし
て

い
る

。

石
川

県
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卒
技

術
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】
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技
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者
】
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北
陸

地
域

の
建

設
業

に
関

す
る

雇
用

状
況

に
つ

い
て

〇
建
設
業
に
入
職
し
た
年
度
に
離
職
す
る
割
合
は
、
新
潟
県
で
は
H
2
5
年
度
に
は
約
３
割
に
ま
で
達
し
て
い
た
。

〇
近
年
で
は
離
職
率
が
減
少
し
て
い
る
傾
向
が
伺
え
る
が
、
約
１
割
が
入
職
年
に
離
職
し
て
い
る
。

❚
建

設
業

新
卒

採
用

の
離

職
率

（
技

術
者

+
技

能
者

）

新
潟

県
富

山
県

→
離

職
率

は
入

職
年

に
退

職
した

者
の

割
合

※
石

川
県

は
未

調
査

(公
表

値
な

し)

出
典

.新
潟

県
建

設
業

協
会

、富
山

県
建

設
業

協
会

の
資

料
より

※
.離

職
者

数
は

、各
県

の
建

設
業

協
会

が
県

内
会

員
企

業
に

対
して

アン
ケ

ー
トを

実
施

して
調

査
･公

表
を

行
って

い
る。

※
.新

潟
県

は
各

年
度

10
月

1日
時

点
の

在
職

率
(離

職
率

)、
富

山
県

は
入

職
年

度
内

の
離

職
率

(H
26

年
度

とH
29

年
度

は
調

査
時

点
の

離
職

数
)
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北
陸

地
域

の
建

設
業

に
関

す
る

雇
用

状
況

に
つ

い
て

〇
建
設
業
（
技
術
者
）
に
入
職
し
た
年
度
に
離
職
す
る
割
合
は
、
新
潟
県
で
は
H
2
5
年
度
に
は
約
３
割
に
ま
で
達
し
て
い
た
。

〇
近
年
で
は
離
職
率
が
減
少
し
て
い
る
傾
向
が
伺
え
る
が
、
約
１
割
が
入
職
年
に
離
職
し
て
い
る
。

❚
建

設
業

新
卒

採
用

の
離

職
率

（
技

術
者

）

新
潟

県
富

山
県

→
離

職
率

は
入

職
年

に
退

職
した

者
の

割
合

※
石

川
県

は
未

調
査

(公
表

値
な

し)

出
典

.新
潟

県
建

設
業

協
会

、富
山

県
建

設
業

協
会

の
資

料
より

※
.離

職
者

数
は

、各
県

の
建

設
業

協
会

が
県

内
会

員
企

業
に

対
して

アン
ケ

ー
トを

実
施

して
調

査
･公

表
を

行
って

い
る。

※
.新

潟
県

は
各

年
度

10
月

1日
時

点
の

在
職

率
(離

職
率

)、
富

山
県

は
入

職
年

度
内

の
離

職
率

(H
26

年
度

とH
29

年
度

は
調

査
時

点
の

離
職

数
)

12
7

13
1

12
3

18
1

21
6

24
0

22
7

22
9

6%
7%

12
%

27
%

7%
5%

3%
8%

0%20
%

40
%

60
%

80
%

0

10
0

20
0

30
0

40
0

H2
2

年
度

H2
3

年
度

H2
4

年
度

H2
5

年
度

H2
6

年
度

H2
7

年
度

H2
8

年
度

H2
9

年
度

離 職 率 （ ％ ）

新 卒 採 用 者 数 （ 人 ）

新
卒

採
用

数
離

職
率

53
66

85

70
72

80

17
%

12
%

6%

14
%

17
%

11
%

0%20
%

40
%

60
%

80
%

05010
0

15
0

H2
2

年
度

H2
3

年
度

H2
4

年
度

H2
5

年
度

H2
6

年
度

H2
7

年
度

H2
8

年
度

H2
9

年
度

離 職 率 （ ％ ）

新 卒 採 用 者 数 （ 人 ）

新
卒

採
用

数
離

職
率
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北
陸

地
域

の
建

設
業

に
関

す
る

雇
用

状
況

に
つ

い
て

〇
建
設
業
（
技
能
者
）
に
入
職
し
た
年
度
に
離
職
す
る
割
合
は
、
新
潟
県
で
は
H
2
5
年
度
に
は
約
３
割
に
ま
で
達
し
て
い
た
。

〇
近
年
で
は
離
職
率
が
減
少
し
て
い
る
傾
向
が
伺
え
る
が
、
約
１
～
２
割
が
入
職
年
に
離
職
し
て
い
る
。

❚
建

設
業

新
卒

採
用

の
離

職
率

（
技

能
者

）

新
潟

県
富

山
県

→
離

職
率

は
入

職
年

に
退

職
した

者
の

割
合

※
石

川
県

は
未

調
査

(公
表

値
な

し)

出
典

.新
潟

県
建

設
業

協
会

、富
山

県
建

設
業

協
会

の
資

料
より

※
.離

職
者

数
は

、各
県

の
建

設
業

協
会

が
県

内
会

員
企

業
に

対
して

アン
ケ

ー
トを

実
施

して
調

査
･公

表
を

行
って

い
る。

※
.新

潟
県

は
各

年
度

10
月

1日
時

点
の

在
職

率
(離

職
率

)、
富

山
県

は
入

職
年

度
内

の
離

職
率

(H
26

年
度

とH
29

年
度

は
調

査
時

点
の

離
職

数
)

49

24

45

65
73

76
73

61

10
%

8%
13

%

26
%

14
%

3%
10

%
16

%

0%20
%

40
%

60
%

80
%

02040608010
0

H2
2

年
度

H2
3

年
度

H2
4

年
度

H2
5

年
度

H2
6

年
度

H2
7

年
度

H2
8

年
度

H2
9

年
度

離 職 率 （ ％ ）

新 卒 採 用 者 数 （ 人 ）

新
卒

採
用

数
離

職
率

27

34

49

34

21
22

26
%

32
%

16
%

29
%

48
%

14
%

0%20
%

40
%

60
%

80
%

0102030405060

H2
2

年
度

H2
3

年
度

H2
4

年
度

H2
5

年
度

H2
6

年
度

H2
7

年
度

H2
8

年
度

H2
9

年
度

離 職 率 （ ％ ）

新 卒 採 用 者 数 （ 人 ）

新
卒

採
用

数
離

職
率
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北
陸

地
域

の
建

設
業

に
関

す
る

雇
用

状
況

に
つ

い
て

〇
建
設
業
に
入
職
し
た
後
、
１
～
２
年
後
に
離
職
す
る
割
合
は
、
約
２
割
と
な
っ
て
い
る
年
度
が
多
い
。

〇
一
方
、
入
職
３
年
後
ま
で
経
過
す
る
と
離
職
率
が
低
下
し
て
い
る
。

❚
建

設
業

新
卒

採
用

の
入

職
経

過
年

別
の

離
職

率
（

技
術

者
+

技
能

者
）

富
山

県

出
典

.富
山

県
建

設
業

協
会

の
資

料
より

※
.離

職
者

数
は

、建
設

業
協

会
が

県
内

会
員

企
業

に
対

して
アン

ケ
ー

トを
実

施
して

調
査

･公
表

を行
って

い
る

。

20
%

19
%

10
%

19
%

16
%

12
%

3%

15
%

3%

5%
4%

3%

0%5%10
%

15
%

20
%

25
%

H2
4年

度
採

用
H2

5年
度

採
用

H2
6年

度
採

用
H2

7年
度

採
用

離 職 率 （ ％ ）

入
職

1年
目

入
職

2年
目

入
職

3年
目

（
16

人
） （

13
人

） （
2人

）

（
19

人
） （

12
人

） （
5人

）

（
13

人
） （

4人
）（

5人
）

（
20

人
） （

16
人

） （
3人

）

※
カッ

コ内
は

離
職

者
数

316



北
陸

地
域

の
建

設
業

に
関

す
る

雇
用

状
況

に
つ

い
て

〇
年
代
別
の
建
設
業
離
職
者
の
推
移
を
み
る
と
、
2
0
代
の
離
職
割
合
が
増
加
し
て
い
る
傾
向
が
伺
え
る
。

〇
2
0
代
の
離
職
者
が
多
い
点
が
、
担
い
手
不
足
を
招
く
一
因
と
考
え
ら
れ
る
。
(3
0
代
雇
用
割
合
が
年
々
減
少
す
る
要
因
)

❚
建

設
業

離
職

者
の

年
代

（
技

術
者

+
技

能
者

） 新
潟

県

出
典

.新
潟

県
建

設
業

協
会

の
資

料
より

※
.H

25
年

度
まで

は
、前

年
10

月
1日

か
ら当

年
度

9月
30

日
まで

に
離

職
した

常
用

雇
用

者
数

(定
年

退
職

は
除

く)
※

.H
26

年
度

か
らは

、前
年

1月
1日

か
ら当

年
度

の
12

月
31

日
まで

に
退

職
した

常
用

雇
用

者
数

(定
年

退
職

は
除

く)

16
%

16
%

18
%

21
%

19
%

25
%

29
%

29
%

19
%

22
%

23
%

22
%

20
%

17
%

18
%

17
%

15
%

17
%

20
%

22
%

21
%

22
%

20
%

16
%

24
%

23
%

20
%

18
%

21
%

17
%

13
%

15
%

27
%

22
%

18
%

17
%

19
%

19
%

20
%

23
%

0%20
%

40
%

60
%

80
%

10
0%

H2
2

年
度

H2
3

年
度

H2
4

年
度

H2
5

年
度

H2
6

年
度

H2
7

年
度

H2
8

年
度

H2
9

年
度

20
代

以
下

30
代

40
代

50
代

60
代

以
上
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調
査

の
概

要

１
．

調
査

の
対

象

 
企

業

お
お

い
た

建
設

人
材

共
有

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

会
員

で
あ

る
以

下
の

協
会

に
属

す
る

企
業

（
一

社
）
大

分
県

建
設

業
協

会
会

員
企

業
（
一

社
）
大

分
県

測
量

設
計

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ツ
協

会
（
一

社
）
大

分
県

地
質

調
査

業
協

会

 
若

手
技

術
者

・
技

能
者

 
の

企
業

に
所

属
す

る
29

歳
以

下
の

技
術

者
・
技

能
者

 
学

生

大
分

県
内

の
大

学
、

高
等

技
術

専
門

学
校

及
び

高
等

学
校

の
建

設
系

学
科

の
生

徒
高

等
学

校
（
大

分
工

業
高

校
、

鶴
崎

工
業

高
校

、
佐

伯
豊

南
高

校
、

日
田

林
工

高
校

）
大

分
工

業
高

等
専

門
学

校
日

本
文

理
大

学

２
．

調
査

の
実

施
期

間

平
成

30
年

7月
9日

～
平

成
30

年
8月

31
日

３
．

回
収

結
果

 
企

業

 
若

手

 
学

生

協
会

名
配

布
数

回
収

数
回

収
率

（
一

社
）
大

分
県

建
設

業
協

会
4
8
6

2
8
9

5
9
.5

%

（
一

社
）
大

分
県

測
量

設
計

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ツ
協

会
4
6

3
6

7
8
.3

%

（
一

社
）
大

分
県

地
質

調
査

業
協

会
1
0

1
0

1
0
0
.0

%

合
計

5
4
2

3
3
5

6
1
.8

%

（
単

位
：
社

）

男
性

女
性

計
女

性
比

率

土
木

32
2

3
4

6
%

建
築

11
4

1
5

27
%

26
7

3
3

21
%

4
2

6
33

%

73
15

8
8

17
%

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト

そ
の

他

施
工

業
者

業
　

　
　

　
　

種

（
単

位
：
人

）

計

学
校

種
別

対
象

学
年

男
性

女
性

計
女

性
比

率

高
校

2
年

1
3
3

4
2

1
7
5

2
4
%

高
専

4
・
5
年

4
9

2
2

7
1

3
1
%

大
学

3
・
4
年

3
7

1
6

5
3

3
0
%

2
1
9

8
0

2
9
9

2
7
%

計

（
単

位
：
人

）

1
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大
分

県
に

お
け

る
建

設
産

業
の

実
態

１
．

減
少

す
る

建
設

業
就

業
者

２
．

い
び

つ
な

年
齢

構
成

３
．

極
端

な
男

性
社

会

2
0
年

間
で

3
7
%
減

少
、

2
9
歳

以
下

は
6
2
%
減

少

他
産

業
に

比
べ

、
高

年
齢

化
が

進
む

社
員

の
半

数
は

5
0
歳

以
上

他
産

業
に

比
べ

、
女

性
の

比
率

が
極

端
に

低
い

2
9
歳

以
下

で
は

他
の

年
代

に
比

べ
て

女
性

比
率

が
高

い

出
典

：
国

勢
調

査

出
典

：
20

1
7労

働
力

調
査

（
全

国
・全

産
業

）

出
典

：
H

2
9労

働
福

祉
等

実
態

調
査

2
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大
分

県
に

お
け

る
建

設
産

業
の

実
態

４
．

低
い

賃
金

水
準

初
任

給
は

年
々

上
昇

し
つ

つ
あ

る
他

産
業

に
比

べ
、

賃
金

水
準

が
低

い

５
．

遅
れ

て
い

る
週

休
２

日
制

の
普

及

1
/
4
が

4
週

5
休

未
満

完
全

週
休

２
日

制
は

約
1
割

６
．

少
な

い
休

日

改
善

さ
れ

つ
つ

あ
る

も
の

の
、

依
然

と
し

て
長

い
労

働
時

間
、

少
な

い
休

日
若

手
（
2
9
歳

以
下

）
職

員
の

6
割

が
年

間
の

年
休

取
得

5
日

以
下

出
典

：
H

2
9賃

金
構

造
基

本
統

計
調

査

出
典

：
賃

金
構

造
基

本
統

計
調

査
2
01

7
都

道
府

県
別

（大
分

県
）

※
技

術
者

・技
能

者
デ

ー
タ

は
施

工
業

者
の

平
均

値

※
施

工
業

者
の

み
の

集
計

出
典

：
H

2
9毎

月
勤

労
統

計
調

査

年
H
28
年

H
29
年

建
設
業

9日
9.
5日

全
産
業

10
.3
日

10
.6
日

休
日
数
は
月
平
均
日
数
（
30
.4
日
）
か
ら
出
勤
日
数
を
除
し
た
も
の

推
定
月
平
均
休
日
数

出
典

：
H

2
9毎

月
勤

労
統

計
調

査

3
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大
分

県
に

お
け

る
建

設
産

業
の

実
態

７
．

長
い

労
働

時
間

８
．

若
年

離
職

者
の

多
さ

改
善

さ
れ

つ
つ

あ
る

も
の

の
、

依
然

と
し

て
長

い
労

働
時

間
若

手
職

員
の

4
割

が
最

大
5
0

時
間

以
上

残
業

。
う

ち
、

4
割

は
1
0
0
時

間
以

上
残

業

技
能

者
の

３
割

、
技

術
者

の
２

割
が

採
用

３
年

以
内

で
離

職

給
与

が
低

い
、

休
暇

が
取

れ
な

い
、

残
業

が
多

い
た

め
離

職

出
典

：
H

2
9毎

月
勤

労
統

計
調

査

年
H
28
年

H
29
年

建
設
業

2,
10
2時
間

2,
06
5時
間

全
産
業

1,
79
4時
間

1,
81
8時
間

事
業
所
規
模
5人
以
上
を
対
象

年
間
総
労
働
時
間
＝
月
平
均
総
実
労
働
時
間
×
12
ヶ
月

常
用
労
働
者
の
年
間
総
実
労
働
時
間

他
産

業
と

比
べ

、
出

入
り

の
激

し
い

業
種

出
典

：
H

2
9雇

用
動

向
調

査

4
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建
設

産
業

に
対

す
る

イ
メ

ー
ジ

１
．

学
生

が
持

つ
イ

メ
ー

ジ
２

．
若

手
技

術
者

が
持

つ
イ

メ
ー

ジ

入
社

後
の

イ
メ

ー
ジ

の
変

化
・
や

り
が

い
、

専
門

知
識

は
増

加
・
３

K
（
き

つ
い

、
汚

い
、

危
険

）
、

怖
い

人
が

多
い

、
男

性
社

会
は

減
少

→
誤

解
の

解
消

が
必

要
・
収

入
が

少
な

い
、

休
み

が
少

な
い

、
残

業
が

多
い

は
増

加
→

今
後

対
策

が
必

要

学
生

は
ポ

ジ
テ

ィ
ブ

な
イ

メ
ー

ジ
、

ネ
ガ

テ
ィ

ブ
な

イ
メ

ー
ジ

が
半

々

5
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建
設

産
業

に
望

む
こ

と

２
．

学
生

の
声

1
．

若
手

技
術

者
の

声

・
若

手
、

学
生

と
も

に
「
高

い
給

与
」「

週
休

２
日

制
」
を

望
ん

で
い

る

・
福

利
厚

生
に

つ
い

て
も

さ
ら

な
る

充
実

が
必

要

・
学

生
は

社
内

の
雰

囲
気

を
心

配
し

て
い

る
が

、
実

態
は

雰
囲

気
は

よ
い

6
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若
手

職
員

の
ス

キ
ル

ア
ッ

プ

１
．

企
業

が
実

施
し

て
い

る
人

材
育

成
の

取
組

２
．

若
手

技
術

者
が

行
っ

て
い

る
ス

キ
ル

ア
ッ

プ
の

取
組

・
若

手
技

術
者

は
O

J
T
,社

内
研

修
に

て
ス

キ
ル

ア
ッ

プ
を

図
っ

て
い

る
一

方
で

企
業

側
の

取
組

意
識

は
低

い
→

社
内

の
人

材
不

足
も

あ
り

、
で

き
な

い
実

態

３
．

若
手

技
術

者
が

望
む

ス
キ

ル
ア

ッ
プ

の
た

め
の

取
組

・
若

手
技

術
者

は
資

格
取

得
を

ス
キ

ル
ア

ッ
プ

の
手

段
と

し
て

と
ら

え
、

研
修

等
に

参
加

し
て

い
る

。
・
企

業
も

資
格

取
得

に
向

け
た

取
り

組
み

を
行

っ
て

い
る

も
の

の
、

若
手

技
術

者
は

さ
ら

な
る

充
実

を
求

め
て

い
る

。

7
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学
生

の
進

路
１

．
志

望
理

由
２

．
卒

業
後

の
進

路

３
．

希
望

業
種

４
．

希
望

勤
務

地
域

高
校

生
は

建
設

産
業

に
対

す
る

興
味

と
就

職
、

高
専

生
は

家
族

の
薦

め
、

大
学

生
は

建
設

産
業

へ
の

興
味

高
校

生
は

就
職

志
向

、
高

専
生

は
進

学
志

向

高
校

生
は

施
工

業
者

、
高

専
生

は
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

志
向

高
校

生
は

地
元

志
向

、
高

専
生

は
県

外
志

向

8
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女
性

の
活

躍
に

向
け

て

１
．

企
業

の
取

組
２

．
女

性
技

術
者

の
声

ト
イ

レ
の

整
備

は
進

ん
で

い
る

が
、

更
衣

室
、

休
憩

室
の

整
備

は
少

な
い

休
暇

制
度

の
取

組
は

進
ん

で
い

る
が

、
勤

務
形

態
、

昇
任

に
つ

い
て

の
取

組
は

少
な

い

現
場

で
の

環
境

整
備

、
安

全
保

護
具

へ
の

対
応

を
望

ん
で

い
る

休
暇

制
度

、
勤

務
制

度
、

昇
任

制
度

に
対

す
る

不
満

が
あ

る

9
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女
性

の
活

躍
に

向
け

て
３

．
企

業
が

考
え

て
い

る
課

題
４

．
女

性
技

術
者

の
声

５
．

女
性

が
働

き
や

す
い

職
場

に
す

る
た

め
の

取
組

６
．

建
設

産
業

に
女

性
を

増
や

す
た

め
に

必
要

な
取

組

体
力

面
、

勤
務

時
間

、
代

替
要

員
確

保
が

課
題

と
認

識
意

識
の

問
題

（
雰

囲
気

、
特

別
扱

い
、

理
解

不
足

）
が

大
き

い

休
暇

制
度

、
勤

務
形

態
、

が
重

要

女
性

の
活

躍
を

P
R

す
る

取
組

が
重

要

福
利

厚
生

の
充

実
が

必
要

長
時

間
労

働
の

是
正

が
必

要

1
0
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情
報

発
信

１
．

企
業

が
行

っ
て

い
る

情
報

発
信

手
段

２
．

若
手

技
術

者
が

利
用

し
た

情
報

源

３
．

学
生

が
利

用
し

て
い

る
情

報
源

雇
用

す
る

側
（
企

業
）

H
P

、
学

校
訪

問
に

よ
る

情
報

発
信

を
主

と
し

て
実

施
※

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

は
中

途
採

用
者

向
け

の
情

報
発

信

就
職

す
る

側
（
若

手
技

術
者

、
学

生
）

就
職

す
る

際
の

情
報

源
は

「
学

校
」
（
先

生
の

紹
介

、
求

人
票

）
が

メ
イ

ン
H

P
や

企
業

説
明

会
も

情
報

源
と

し
て

活
用

学
校

（
先

生
）
と

の
連

携
強

化
、

H
P

の
充

実
が

重
要

1
1
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出典：令和2年10月　建設業若年労働者等人材確保アンケート調査結果

　（静岡県建設業協会）

参考資料－４

静岡県建設業若年労働者等人材確保の実態について
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参考資料－５　 静岡県建設業の業況について

出典：令和2年7月　建設業業況調査結果（静岡県建設業協会）
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令和２年７月 建設業業況調査結果 

一般社団法人 静岡県建設業協会 

 

建設業業況調査は、年２回（１月・７月）実施し、建設業における諸課題解決のために活用するとともに発注

者（国・地方自治体）等との意見交換会や要望書提出時の説明資料としています。 

Ⅰ．建設業業況調査 

１． 調査結果の集計＜全体＞ 回答数１４７件 

別添「令和 2 年 7 月 建設業業況調査結果」のとおり   ＊令和２年７月調査結果 

施
工
高
に
つ
い
て 

公共土木 
増加 不変 減少 

24 78 40 

公共建設 
増加 不変 減少 

8 44 36 

民間土木 
増加 不変 減少 

6 50 65 

民間建築 
増加 不変 減少 

5 25 56 

資
材
単
価
に
つ
い
て 

土木 
上昇 不変 下降 

77 66 0 

建築 
上昇 不変 下降 

47 39 1 

資金繰りについて 
好転 不変 悪化 

3 127 15 

収益状況について 
好転 不変 悪化 

12 84 49 

人材確保状況について 
過剰 不変 不足 

5 48 92 

地域における業界の動向 
好転 不変 悪化 

2 69 73 
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２．調査結果の概要＜全体＞  調査結果と令和元年 7 月時点との比較 

①施工高について 

   

増加：4.6％↓ 不変：16.0％↑ 減少：11.4％↓   増加：4.3％↓ 不変：4.5％↑ 減少：0.2％↓ 

 

      

増加：8.6％↓ 不変：13.7％↓ 減少：22.3％↑   増加：11.6％↓ 不変：18.6％↓ 減少：30.2％↑ 

 

＊公共事業については、土木・建築とも「増加」との回答が減少、「不変」との回答が増える結果となりまし

た。民間事業については、土木・建築とも「増加」との回答が減少、「減少」との回答が増える結果となりまし

た。公共事業も民間事業も「増加」する傾向になく、「不変」または「減少」が増えているということは、昨年

よりも全体の施工高が減少した結果となっています。 

 

 

 

 

16.9%

54.9%

28.2%

公共土木

増加 不変 減少

9.1%

50.0%

40.9%

公共建築

増加 不変 減少

5.0%

41.3%53.7%

民間土木

増加 不変 減少

5.8%

29.1%

65.1%

民間建築

増加 不変 減少
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② 資材単価について 

   
 上昇：11.0％↓ 不変：11.0％↑ 下降：0％   上昇：2.7％↓ 不変：1.5％↑ 下降：1.1％↑ 

 

＊資材単価について、土木も建築も「上昇」が全体の 50％以上を占め、昨年よりもやや割合は下がっているも

のの「不変」も土木については上昇。建築資材単価は 1.1％の下降がみられるものの、全体的に上昇傾向である

状況にあることがわかります。 

 

③資金繰りについて               ④収益状況について 

    

好転：2.6％↓ 不変：2.3％↓  悪化：4.9％↑    好転：3.1％↓ 不変：8.5％↓ 悪化：11.6％↑ 

 

＊昨年よりも資金繰りの好転、収益状況が好転することはありませんでした。資金繰り 4.9％、収益状況 11.6％

とともに悪化の傾向にあります。 

 

 

 

53.8%

46.2%

0.0%

土木

上昇 不変 下降

54.0%
44.8%

1.1%

建築

上昇 不変 下降

2.1%

87.6%

10.3%

資金繰り

好転 不変 悪化

8.3%

57.9%

33.8%

収益状況

好転 不変 悪化
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⑤人材確保状況について                          ⑥地域における業界の動向 

     

過剰：2.7％↑ 不変：6.3％↑ 不足：9.1％↓   好転：4.0％↓ 不変：12.9％↓ 悪化：16.9％↑ 

 

＊昨年までの人材確保に苦慮している状況から一転し、コロナ禍の影響からか、やや不足状況は改善されたも

のの、昨年までの人材確保に苦慮している状況は続いている。また業界の状況についても「好転」が昨年より

も 4％減少し、「不変」、「悪化」を合わせると 98.6％とほぼ 100％に近い割合となっています。 

 

 

【東部・中部・西部】での比較 

東部：下田、三島、沼津、富士 52 件  

中部：清水、静岡、島田 49 件  

西部：袋井、天竜、浜松 46 件 

東部・中部・西部ごとの集計 東部 中部 西部 

施
工
高
に
つ
い
て 

公共土木 
増加 不変 減少 増加 不変 減少 増加 不変 減少 

11 26 13 5 28 14 8 24 13 

公共建設 
増加 不変 減少 増加 不変 減少 増加 不変 減少 

2 14 16 1 17 9 5 13 11 

民間土木 
増加 不変 減少 増加 不変 減少 増加 不変 減少 

３ 17 24 1 19 17 2 14 24 

民間建築 
増加 不変 減少 増加 不変 減少 増加 不変 減少 

１ 8 22 1 10 15 3 7 19 

資
材
単
価

に
つ
い
て 

土木 
上昇 不変 下降 上昇 不変 下降 上昇 不変 下降 

27 23 0 26 22 0 24 21 0 

3.4%

33.1%

63.4%

人材確保状況

過剰 不変 不足

1.4%

47.9%50.7%

地域における業界の状況

好転 不変 悪化
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建築 
上昇 不変 下降 上昇 不変 下降 上昇 不変 下降 

15 15 0 15 12 0  17 12 1 

資金繰りについて 
好転 不変 悪化 好転 不変 悪化 好転 不変 悪化 

 1 46 4 1 40 8 1 41 3 

収益状況について 
好転 不変 悪化 好転 不変 悪化 好転 不変 悪化 

6 31 14 2 29 18 4 24 17 

人材確保状況について 
過剰 不変 不足 過剰 不変 不足 過剰 不変 不足 

3 14 34 2 19 28 0 15 30 

地域における業界の動向 
好転 不変 悪化 好転 不変 悪化 好転 不変 悪化 

1 24 26 0 22 27 1 23 20 

 

 

① 施工高について 調査結果と令和元年 7 月時点との比較 

＜公共土木＞ 

   

 ＜公共建築＞ 

   

＊公共土木については中部エリアの件数が一番少なく、東部エリアで施工高が伸びている傾向にあります。公

共建築については西部エリアが全体の 6 割を占め、他エリアより増加の状況となっています。公共土木につい

ても、公共建築についても多くは「不変」の回答が一番多い状況です。 

 

33.3%

35.9%

30.8%

公共土木 不変

東部 中部 西部

32.5%

35.0%

32.5%

公共土木 減少

東部 中部 西部

25.0%

12.5%62.5%

公共建築 増加

東部 中部 西部

31.8%

38.6%

29.5%

公共建築 不変

東部 中部 西部

44.4%

25.0%

30.6%

公共建築 減少

東部 中部 西部
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＜民間土木＞ 

     

＜民間建築＞ 

     

＊民間土木、民間建築については、件数自体が少ない状況になっています。民間土木については、全体数は少

ないものの中でも東部が 5 割を占め、３エリア全体としては、民間土木、民間建築ともに施工高減少の状況と

なっています。 

 

 

② 資材価格について 

＜土木＞ 

   土木減少については下降なし 

 

 

 

 

 

50.0%

16.7%

33.3%

民間土木 増加

東部 中部 西部

34.0%

38.0%

28.0%

民間土木 不変

東部 中部 西部

36.9%

26.2%

36.9%

民間土木 減少

東部 中部 西部

20.0%

20.0%60.0%

民間建築 増加

東部 中部 西部

32.0%

40.0%

28.0%

民間建築 不変

東部 中部 西部

39.3%

26.8%

33.9%

民間建築 減少

東部 中部 西部

35.1%

33.8%

31.2%

土木 上昇

東部 中部 西部

34.8%

33.3%

31.8%

土木 不変

東部 中部 西部
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 ＜建築＞ 

     

＊土木資材も建築資材も東部・中部・西部共通で「上昇」もしくは「不変」。建築資材の下降は唯一浜松建設業

協会内で１件で、おおむね資材価格は変化なしか上昇の傾向にあります。 

 

② 資金繰りについて 

     

＊資金繰りについては、「好転」と回答したところは少なく、大半は「不変」の状況となっています。特に中部

エリアの資金繰り悪化が他エリアよりは顕著な状況となっています。 

 

③ 収益状況について 

     

＊収益状況について、資金繰りと同じ状況下にあり、全体的に不変または悪化の傾向にあります。 

 

 

31.9%

31.9%

36.2%

建築 上昇

東部 中部 西部

38.5%

30.8%

30.8%

建築 不変

東部 中部 西部

0.0%0.0%

100.0

%

建築 下降

東部 中部 西部

33.3%

33.3%

33.3%

好転

東部 中部 西部

36.2%

31.5%

32.3%

不変

東部 中部 西部

26.7%

53.3%

20.0%

悪化

東部 中部 西部

50.0%

16.7%

33.3%

好転

東部 中部 西部

36.9%

34.5%

28.6%

不変

東部 中部 西部

28.6%

36.7%

34.7%

悪化

東部 中部 西部
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④ 人材確保状況について 

     

＊人材確保が「過剰」という回答はごくわずかで、３エリアとも「不変」または「不足」の状況にあります。

不足については東部エリア 34 件、中部エリア 28 件、西部エリア 30 件といずれのエリアも人材不足が深刻な状

況にあります。 

 

⑤ 地域における業界の状況 

     

＊資金繰り、収益状況、人材確保状況に比例して、各地域における業界の状況は、不変または悪化の傾向にあ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60.0%

40.0%

0.0%

過剰

東部 中部 西部

29.2%

39.6%

31.3%

不変

東部 中部 西部

37.0%

30.4%

32.6%

不足

東部 中部 西部

50.0%

0.0%

50.0%

好転

東部 中部 西部

34.8%

31.9%

33.3%

不変

東部 中部 西部

35.6%

37.0%

27.4%

悪化

東部 中部 西部
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Ⅱ．新型コロナウィルス感染拡大の影響 

現在実施している工事、最近まで実施していた工事及び予定していた工事への、「新型コロナウィルス感染拡

大」が及ぼす影響について。また、今後の見通し、現場での感染予防策について。 

 

１ 公共工事について 

（１） 公共工事で新型コロナウィルスの影響について。 

    大いにある  4 件 

     ある    12 件 

    多少はある 37 件 

    ない    89 件 

 

    

 （２）公共工事での影響が「大いにある」「ある」「多少はある」を選んだ企業について、どのような影響か

（複数回答可） 

    ①受注した工事の完成が遅れた。 回答数 12 

     1 件：7  2 件：2   3 件：0   4 件： 1 

      

3%
8%

26%

63%

新型コロナウィルスの影響

大いにある ある 多少はある ない

0

1

2

3

4

5

6

7

8

１件 ２件 ３件 ４件

受注した工事の遅れ
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②受注した工事を一時中止、延期した。回答数 6 

     1 件： 3  2 件：0   ３件：1 

      

 

③予定していた工事の受注を断念した  回答数 6 

     1 件：4   2 件：2    3 件：0    

      

 

④その他 回答数 27 

・下請業者に一部発注しようとした工程があったが、移動・宿泊を伴うこと、現場が密になる可能性

があることから自社施工で対応した。 

     ・発注者が自宅待機になり、現場の進捗に多少の遅れが生じた。 

     ・材料入荷の遅れ。 

     ・発注件数が少ない。 

 ・工事の発注ストップ。 

     ・発注予定が遅れている。 

     ・前現場（別会社）の完成遅れにより、当社工事の乗り込みに影響。 

     ・コンサルの修正設計の遅れ。 

     ・次年度の発注数減少の懸念。 
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     ・発注工事量の減。 

     ・発注者との打ち合わせが中止及び延期になった。 

・受注工事の役所との打合せが出来なく、着手が遅れた（当初）。 

         ・来庁、打ち合わせの自粛、仕切り版での打ち合わせでは、内容が制限されてしまっている。 

     ・感染防止策による経費と手間の増加。 

     ・資材調達・調整の遅延。 

・発注が遅れている印象がある。 

      ・想定している予定価格とギャップが大きい。 

         ・感染対策で費用が増加した。 

      ・感染予防策のための金銭的・物理的負担。 

         ・発注がとりやめ等になった。 

         ・三密を避けたため仕事の進行が遅い。 

     ・対策用の備品の購入費用増。    

     ・感染防止対策。 

・予定物件発注準備の遅延。 

・対コロナ安全対策。 

 

 （３）公共工事での影響が「大いにある」「ある」「多少はある」を選んだ企業について、影響が出た原因

（複数回答可） 

    資材の調達ができなくなった   19 件 

    技術者が確保できなくなった     5 件 

    現場作業員が確保できなくなった  9 件 

    資金繰りが悪化した              4 件 

     
その他                21 件 

           ・発注者が自宅待機になり、現場の進捗に多少の遅れが生じた。 

           ・対策経費増。 

      ・発注のストップ。 

      ・コンサルの在宅勤務による遅れ。 

      ・発注の遅れ。 

・発注工事量の減。 

      ・3 密を避けるため対面機会が少なくなった。 
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・資材の納入時期が遅延した。 

           ・受注工事の役所との打合せが出来なく、着手が遅れた（当初）。 

           ・資材調達の遅れが工程の進捗に影響している。 

      ・感染防止策。 

      ・メーカーのテレワークによる現場との調整難。 

・発注時期の延期。 

           ・費用（原価）の増加。 

       ・機材（特にクローラクレーン）の調達ができなくなった。   

           ・三密を避けたためコミュニケーションが取れにくい。 

      ・隣接工区の業者に新型コロナウィルス陽性者が出て、一時稼働停止となった。 

・今後の工事の資材調達、工程計画。 

           ・密集での作業を避けての工程検討。 

 

２ 民間工事について 

（１）民間工事で新型コロナウィルスの影響 

    大いにある  14 件 

    ある     27 件 

    多少はある  30 件 

    ない     58 件 

      

 

（２） 民間工事での影響が「大いにある」「ある」「多少はある」を選んだ企業について、どのような影響か

（複数回答可） 

    ①受注した工事の完成が遅れた。  回答数 14 

     1 件：6  2 件：3     ３件：2     4 件：2 

11%

21%

23%

45%

新型コロナウィルスの影響

大いにある ある 多少はある ない
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②受注した工事を一時中止、延期した。  回答数 25 

     1 件：7  2 件：8    3 件：1    3～5 件：1    5 件：1 

      

 

③予定した工事の受注を断念した。 回答数 16 

     1 件：7   2 件：6     ３件：2      4 件：1 
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④その他  回答数 25 

         ・先行き不透明であるため工事自体取り止めた。 

・施主様が工事の延期を決めたため受注ができなかった。 

       ・発注者の資金繰り悪化。 

       ・先行き不安。 

       ・工事量の減。 

         ・予定されていた工事が先延ばしになった。 

         ・予定されていた工事が発注者のコロナの影響で延期になった。 

         ・感染防止策による経費と手間の増加。 

         ・発注時期の延期。 

         ・投資の動きが重くなったと感じる。 

         ・工期の延期。 

         ・感染予防策のための金銭的・物理的負担。 

     ・打ち合わせができず、計画が頓挫し、連絡待ち状態。 

     ・予定されていた計画を白紙にしている企業が増えている。 

     ・受注後の資機材の高騰が読めないため消極的な受注となる。 

          ・予定工事の延期。 

          ・仕事が減少した。 

・予定していた工事が見送られた。 

          ・取引先によっては担当者との直接の打合せができない。 

     ・予定していた工事計画が延期。 

     ・発注者の計画見直し。 

 

 （３）民間工事での影響が「大いにある」「ある」「多少はある」を選んだ企業について、影響が出た原因。

（複数回答可） 

    資材の調達ができなくなった          17 件 

    技術者が確保できなくなった           1 件 

    現場作業員が確保できなくなった         7 件 

    発注者が景気の悪化を懸念して計画を見直した  47 件 

    発注者の資金繰りが悪化した          14 件 
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    その他                   13 件             

      ・資材の納入時期が遅延した。 

     ・賃借機械が確保できなかったため。 

        ・発注者の計画見直し。 

          ・感染防止策。 

     ・資材等の確保が困難。 

          ・発注時期を遅らせる、または発注を見送る事例が多い。 

          ・発注者が建物内で作業されるのを敬遠し延期となった。 

      ・金融機関のマインド低下。 

          ・人材、資機材の不足・高騰。 

・現場でコロナウイルスの濃厚接触者が出た。 

・納品物の納期が遅れて工期内にギリギリに間に合った。 

       

３ 今後 2、3 か月先の会社の売上高の予想 

    大きく減少する  8 件   

    減少する     69 件 

    変わらない     50 件 

    増加する        6 件 

    大きく増加する  1 件 

    わからない     12 件 

     
 

４ 工事現場等で実施している具体的な感染予防策について 

（複数回答可） 

     身体的距離の確保、マスクの着用、手洗い  119 件 

     三つの密の回避              109 件 

     日常的な健康状態の確認          122 件 

     一般的な健康確保措置            53 件 

     特に行っていない                0 件 

6%

47%34%

4%
1%

8%

今後２、３か月の会社の売上高予想

大きく減少する 減少する 変わらない

増加する 大きく増加する わからない
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     その他                   11 件 

           ・アルコール等の消毒薬・石鹸の設置 

・毎日の検温 

           ・検温 

      ・アルコール消毒液の設置 

           ・入場時の体温チェック 

           ・段ボールなどによる仕切りで机上作業での配慮も講じている 

           ・作業前の体温測定を実施 

・入場時の検温を実施 

       ・職員、作業員の検温、遠隔地担当者とはオンライン打ち合わせ 

           ・会話の短縮 

       

５ 「新しい生活様式」の実践例で示された「働き方の新しいスタイル」の取り組み状況 

（複数回答可） 

     「テレワークやローテーション勤務」を取り入れている  13 件 

     「時差通勤でゆったりと」を取り入れている             6 件 

     「オフィスはひろびろと」を取り入れている            27 件 

     「会議はオンライン」を取り入れている                26 件 

     「名刺交換はオンライン」を取り入れている            1 件 

     「対面での打合せは換気とマスク」を取り入れている  125 件 
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＜まとめ＞ 

令和２年 2 月後半から世界的に感染拡大がはじまった新型コロナウィルスの影響は、世界全体の社会生活、経

済を変えることとなり、調査時 7 月には活動自粛や休業などの影響が出ている状況にありました。 

しかし、公共事業においては年度で決定している事業があることもあり、機材や資材の調達の遅れや、打合せ

が困難になったことから発注ストップや延期などが出てはいるものの、建設業界にとって影響は出てきている

もののまだ甚大な影響ではない状況です。 

民間事業については、発注者の資金繰り悪化や発注時期の延期などの影響を受け、公共事業よりも影響が大き

く出ています。 

また、感染拡大防止策を講じる必要が出てきたために、費用がかかったり、さまざまな感染防止策を講じる必

要や、オンラインでの打ち合わせが必要となったり、工事現場なども働き方の新しいスタイルに配慮しなけれ

ばならない状況下となりました。 

今後２、３か月後は影響が出て、悪化するであろうことを予想している事業者も多く、楽観視はできない状況

です。コロナ禍での社会的背景に、建設業界も変革が求められることになるでしょう。 
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Ⅲ 建設キャリアアップシステムについて 

 

建設キャリアアップシステムは、昨年度より本格運用が開始されましたが、本県においても導入が進んでいま

せん。当該システムは、技能者の処遇改善や官民施策パッケージの実施により元請け企業の事務効率化等に大

きな効果が期待できます。 

 

１ 建設キャリアアップシステムの導入状況について 

   当該システムを十分理解し、既に登録している。                47 件 

   当該システムを十分理解しているが、未だ登録していない。                   40 件 

   当該システムの運用が開始されたことは知っているが、内容は理解していない。 47 件 

   当該システムを知らない。                                                 10 件 

    

 

２ 登録の見通しについて 

国は、令和５年までに全ての現場でこのシステムを導入するよう進めています。また、静岡県は、 

導入促進のため、今年度より総合評価方式の加点項目に「当該システムへの事業者登録」を新たに設定し

ました。 

 

   既に登録した。             45 件 

今年度中には登録したい。     16 件 

   状況を見て、登録を検討する。 78 件 

   登録するつもりはない。        5 件 

32.6%

27.8%

32.6%

6.9%

建設キャリアアップシステムの導入状況

十分理解し、既に登録 十分理解しているが、未登録

内容は理解していない 知らない
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３ 「登録するつもりはない」と回答の理由 

 

   内容がわからない    3 件 

   メリットがない     2 件 

   手続きがわからない   1 件 

   その他        0 件 

 

 

＜まとめ＞ 

建設キャリアアップシステムについては、十分理解し既に登録している事業者と、十分理解しているが未登録

の事業者を合わせると全体の 60％を超えています。未登録事業者に対して登録促進をすることで全体の理解を

深めること。また、内容を理解していない、知らない事業者約 40％に対しても訴求していく必要があります。 

静岡県の総合評価方式の加点項目となることもあり、さらなる促進が求められます。 

31.3%

11.1%

54.2%

3.5%

事業者登録の見通し

既に登録 今年度中には登録したい

状況を見て、登録を検討 登録予定なし
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